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【提案①】デジタル活用による地域格差の解消

【目指すべき将来像】

デジタルを使った地域格差の解消による、更なる地方創生と分散型国づくりの推進
地方のデジタル化を強力に進め、デジタルを使ってこれまでにない手法で地方の課題を
解決することにより、都市との格差を解消し、むしろ地方の魅力を強みにして、都市から
の人の流れを創出・拡大

⇒ 都市型DXモデルを単に中山間地域に導入しても、実証実験で終わってしまう恐れも
地域の実情やニーズにあったサービスを自治体が出向いて提供する地域主張型の行政サービス提供事業を
展開中（鳥取県）

■地方における高度情報通信基盤の整備率１００％の達成

光ファイバ網のラストワンマイルまでの100%整備と、それを支えるユニバーサルサービ

ス化の早期実現

地方からデジタルインフラを整備することによる地域間格差の是正・解消

■デジタル化を支える人材を地方が確保するための仕組みの整備

地方におけるデジタル人材確保のための「デジタル人材バンク」や地方版官民人事交流

制度の創設

デジタルを使った地域格差の解消による、更なる地方創生と分散型
国づくりの推進

【実現に向けた取組】
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さまざま調整の苦難を越え、県内全市町村参加で、統合型校務システムを共同調達・共同運用
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校務の「統一・標準化」で実現する教育ＤＸ

鳥取県自治体ＩＣＴ共同化推進協議会⇒

団体の枠を超え、人口減少社会に対応する行政体制の維持、行政事務の効率化(県民サービス向上)を目指す

県＋全市町村で構成

情報システム統一化・標準化による業務の効率化・コスト削減、自治体情報セキュリティ対策、デジタル職員人材育成等

様々な共同化を実現



事例紹介：学校業務支援システムの共同化

全国初

【主な取組】

全国初
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～帳票様式は学校(組織)の文化。学校ごとにバラバラに存在。最も困難な調整～

～学校間のデータ流通の実現を目指し、共通ルールを策定。さらなる業務効率化へ～

～すべては鳥取県の将来を担う子供たちのために～



【提案②】誰もがデジタルの恩恵を受けられる社会
【目指すべき将来像】

徹底した住民目線でのUI/UXの改善による、誰もがデジタルサービ
スの恩恵を受けることのできる人にやさしいデジタル社会の実現

現在、国主導による情報システムの標準化・共通化や行政手続のオンライン化等により、

国・地方を通じた行政サービス改革が進行中

一方、誰もがデジタルサービスの恩恵を受けられるようにするには、高齢化や人口減少

の進む地方の視点に立ったシステム開発等が不可欠

国と都道府県・市町村が連携し、デジタルによる行政サービスを共創していくことが重要

■地方が参画したデジタルプラットフォームの構築

国が構築するガバメントクラウドなどのデジタルプラットフォームが誰にとっても使いや

すく便利なものとなるよう、国・地方共創の仕組みを整備

大手事業者の独占とせず、地方のDXを担う事業者も参画できるデジタルプラット

フォームの構築が必須

■デジタル版「国と地方の協議の場」の設置

デジタル政策等に関する国と地方の協議の場を設置

【実現に向けた取組】
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【提案③】偏りのない公正なデジタル社会の実現
【目指すべき将来像】

コロナ感染症に関するインターネット上の誹謗中傷等、匿名の投稿者による悪質な書き
込みによる人権侵害が多発
仮想空間（サイバー空間）への依存度が高まる一方、フェイクニュースやAIを使った高
精度のフェイク動画等が出回り、それらの情報の拡散
AIの判断に偏り（バイアス）が生じる問題が社会の偏見に影響する可能性が指摘

■メディアリテラシー等情報モラル教育・啓発の強化
人権、知的財産権など自他の権利を尊重し情報社会での行動に責任を持つこと、危険
回避など情報を正しく安全に利用できること、を含めた情報モラル教育・啓発

■人権侵害行為に対する監視・支援体制の強化
人権侵害に係るネットモニタリング体制の構築、不適切情報の削除強化
相談に携わる者の育成、相談窓口の体制強化

リアル社会とデジタル社会の極端な乖離を防ぎ、お互いの人権や意見
が尊重される社会の実現

【実現に向けた取組】
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